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 わが国では 1967年に総人口が 1億人を超え

た．そして，1970 年には合計特殊出生率が 2.13

と高値になり 1971 年から 1974 年の第 2 次ベ

ビーブームを迎えた．合計特殊出生率とは,一

人の女性が一生の間に産む子供の数である.

現状の人口を維持するのに必要な合計特殊出

生率は人口置換水準と呼ばれ, その値は 2.07

とされる. しかし，以後，合計特殊出生率は

減り続け，そして 25 歳～34 歳の女性の人口

も減り続けた．2005 年には合計特殊出生率が

1.26 と過去最低を記録し，日本の人口も 2008

年に 1 億 2808 万人をピークに減少に転じた．

人口を決める要素として，出生数，死亡数，

日本に居住する外国人の数が挙げられる．死

亡数であるが，高齢化に伴って死者は増え続

け 2022 年には 158 万 2033 人と戦後最多を記

録した．国立社会保障・人口問題研究所が公

表した最新の将来推計人口によると 2056 年

には総人口が 1 億人を切り，2067 年には 100

歳以上の人口が出生数を上回るという 1)． 

このような社会で深刻な問題なのは働き手

の確保である．生産年齢人口といわれる 15 歳

～64 歳の割合であるが，1990 年には全人口の

69.7％を占めていたが，徐々に減少し，2021

年には，生産年齢人口の割合は 59.4％になっ

た．今後さらに減り続ける一方で，高齢人口

は増加し，2070 年には 65 歳以上の高齢人口

の割合は 38.7％にもなるという．したがって，

日本の経済を維持していくには，生産年齢人

口のみでは足りず，高齢人口あるいは外国か

ら移動してくる人材に頼らざるを得ない．さ

らに，労働人口の 3 人に 1 人は，何らかの病

気の治療を行いながら仕事をしているという
2)．何らかの疾病がある人，高齢者，外国人が

日本で円滑に働くことができる環境の整備が

喫緊の課題である． 

さて，就業において自動車の運転が必要に

なることが多い．職業運転の現場だけでなく，

通勤や営業などに自動車を必要とすることも

ある．さらに，高齢人口が増え続けると介護

サービスを受ける高齢者も増加する．すると，

デイサービスや通所リハビリテーションに訪

れる高齢者の送迎数も増加することになり，

運転者の需要も増える．したがって，自動車

の運転免許を継続して維持し，かつ安全な運

転が続けられるような人材を確保する必要が

ある． 

さらに，現在憂慮されているのが物流の

2024 年問題である．2024 年 4 月からは働き方

改革関連法に基づいて，トラック運転者の時

間外労働が年 960 時間までとなる．現在，約

3 割の事業所で，この上限を超えて働いてい

る運転者がいると言われている．したがって，

現在の物流を確保する上では，さらに多くの

職業運転者が求められる．職業運転の現場で

は慢性的な人手不足が続いており，有効求人

倍率は全職種平均の 2 倍以上である．職業運

転者では小規模事業所が圧倒的に多いこと，

累進歩合賃金制度が関係していることなども

特徴的である．したがって，先ずは職業運転
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者の健康を確保し，無理なく長い間ハンドル

を握れるような環境整備が求められる．一方

で，何らかの傷病により自動車の運転を離れ

なければならない人がいる．厚生労働省が企

業を対象に行った調査では，1 か月以上連続

して休職している人の原因疾病として，メン

タルヘルスが 38％と最も多く，がんが 21％，

脳血管障害が 12％と続いた 3)．脳血管障害を

例にとると，失語や失認といった高次脳機能

障害や麻痺などの後遺障害などによって復職

状況は様々である．自動車の運転を再開する

ことは生活の上でも欠かせない人が多い．し

たがって，このような人へのサポートも求め

られる．日本交通科学学会が全国のトラック

事業所を対象にした調査によると，約 45％の

事業所で，疾病によって運転業務を離れなけ

ればならなかった人が，過去 3 年間に 1 人以

上いた．そして，そのうち再び運転業務に復

帰できたのが約 6 割であった．さらに，約半

数の事業所が，「第三者機関による運転可否

の判断」についての支援を求めていた． 

以上の問題を解決するために，われわれ日本安

全運転医療学会の役割は大きい．当学会会員が取

り組んでいる，科学的な視点による自動車運転能

力の評価と基準の作成，自動車運転に必要な全身

管理，運転者の健康を保持するための教育や指導，

運転支援技術開発のための研究推進などは，少子

高齢化で運転者を確保するために必須の事象で

ある．当学会の会員は多職種で構成されている．

医師，看護師などは，自動車運転を前提とした療

養指導行うべく，運転に必要な心身の機能，運転

するうえで満たさなければならない疾病の状態

を理解しなければならない．薬剤師は自動車の運

転について影響を及ぼす薬剤に関する知識を具

有する必要がある．理学療法士，作業療法士，言

語聴覚士は，自動車運転に必要な身体及び脳機能

についての知識をもとに，運転再開に向けた効果

的支援方を検討することが求められる．教習所の

指導員は，運転者の状態を理解した上での支援と

評価を進めることが望ましい．工学系の研究者は，

運転支援装置の開発に携わり，高齢者や障害者に

優しい車の開発に貢献して頂きたい．そして交通

安全に携わる行政や団体の関係者は，より安全な

交通社会に向けて法規やインフラの整備に尽力

願いたい．本学会においてこれらの取り組みが推

進されれば，多くの人が安全な自動車運転を継続

できることになる． 

日本安全運転医療学会における活動が，将来の

わが国の社会経済活動の礎になるといっても過

言ではないだろう． 
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